








































































































































































































 5 　通商産業省知的財産政策室監修『営業秘密―逐条解説 改正不正競争防止法』
（1990年，有斐閣）（以下「平成２年解説書」）58頁〔中村稔執筆部分〕。






























































 8 　田村善之『不正競争法概説』（第 2 版，2003年，有斐閣）335頁-336頁。



























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































制定され（平成27年 9 月 9 日公布）、平成29年（2017年）5 月30日に施行され
ている（参考：「個人情報保護法の成立及び改正に関する主な経緯」https://
www.ppc.go.jp/files/pdf/personal_development.pdf）。
47　なお、両罰規定もあり（個人情報保護法87条、瓜生・前掲注44　152頁）（最
高刑は１億円の罰金刑）、法人への手当がある点については不正競争防止法と
同様である。
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でない。
　もっとも、個人情報保護法の適用にも課題はあるのかもしれない。例え
ば、本件が前記規定がいう「個人情報データベース等」にあたるのかと
いった問題はあろう。だが、法文の括弧書きに「その全部又は一部を複製
し、又は加工したものを含む。」とあることから、データベースから取り
出したものであれば少数の個人情報でも適用の対象となろう。
　また、「不正な利益を図る目的」48の解釈が難しいが、営業秘密保有者の
財産的情報の保護を図る営業秘密侵害罪の目的要件との比較から考えれ
ば、本事件での適用は可能であるとおもうのである。保護対象が個人情報
なのであるから、個人情報を私益のために提供する行為には適用しない理
由はないからである。
　なお、検察官はあえて営業秘密侵害罪を適用したいとの希望があるのか
もしれない。なぜならば、営業秘密侵害罪のほうが、法定刑がきわめて重
いからである。個人情報保護法の法定刑は、「１年以下の懲役又は５０万
円以下の罰金」なのに対し、営業秘密侵害罪の法定刑は、「１０年以下の
懲役若しくは２千万円以下の罰金又は併科」であり、かなりの差がある。
この重い刑罰が魅力的で営業秘密侵害罪を適用しようとするのであろう
か。そして、この後者を適用した結果、いずれも執行猶予付きであるとは
いえどもＹ１は懲役１年、Ｙ２は懲役８月である。これらは個人情報保護
法の最高刑１年（ただし本件では併合罪適用あり）からすればかなり重い
刑となってしまう。よって、これらは営業秘密侵害罪を適用したからこそ
できた量刑であると解される。
　しかし、個人情報保護法としては、あくまで最高刑が１年なのであるか
ら、個人情報保護法の量刑相場としては営業秘密侵害罪からすればかなり
軽い。そして、本事件についても個人情報保護法を適用すれば量刑として
はもう少し軽くなるべきなのではないだろうか。
　そのように考えると、本事件は、営業秘密の有用性の要件などを無理矢
48　報道機関等であっても、本規定に該当する場合は処罰される旨が述べられて
いる（瓜生・前掲注44　152頁以下）。
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理充足させることによって不当に重い刑罰をＹらに与えていることにな
る。これは適切でないことではないか。
　個人情報保護法８３条（８４条）が制定されたのは、そう遠い昔ではな
い。にもかかわらず、関係者や専門家で議論された結果、最高刑がそのよ
うに決められたことは、個人情報保護における純粋な量刑相場は、その最
高刑に応じた程度であるということになろう。にもかかわらず、無理矢理
に営業秘密侵害罪にあわせこんで刑罰を科すということは、量刑の面でも
やはり不当なこととなるのではないだろうか。この点からも本判決は不適
切であるように思われる。
７．おわりに
　以上、検討したことから、単なる（単体あるいは少数の）顧客情報や銀
行の預金残高は営業秘密の要件である有用性がなく、有用性があることを
前提に営業秘密侵害を認めた本判決は誤りであると断ぜざるをえない。
　そもそも営業秘密保護法制は、営業秘密には財産的価値があるため、そ
の保有者を保護すべく、その財産的価値の毀損を防止すべく保護するので
あり、また、営業秘密侵害の形で第三者が収益を上げることを禁止してい
るのである。
　にもかかわらず、財産的価値が認められないものを営業秘密であると認
め、個人情報の保護法制として不正競争防止法を活用することは不適切で
あるとしかいいようがない。
　そして、この誤りは、顧客名簿（顧客リスト）と顧客情報（個人情報）
（の単体あるいは少数）を混同ないし同一と曲解しているところから起き
ているのではないだろうか。顧客情報（個人情報）の単体あるいは少数で
は、非公知性がない場合も多く、また、さして業務効率の改善がみられず
有用性もない。
　そう考えると、顧客情報（個人情報）はある程度束になって、顧客名簿
（顧客リスト）となっていないと営業秘密であるといえないのではないか。
そしてそのように束となることによりはじめて、非公知であるといえるし、
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有用だともいえる。そして、その束となっていることに当該保有者の投資
や労力が反映されていることとなり、そこで保護価値があるのではないだ
ろうか。
　にもかかわらず、特に刑事において、顧客情報（個人情報）の単体のよ
うなものを営業秘密であるとして扱っており、不適切な状況に陥っている
と思われる。
　このような、近年の営業秘密侵害罪における顧客情報の扱い等は誤りで
あると考えられる。規定の趣旨や保護法益が充分に理解されておらず、法
文の適用に誤りがあるのではないだろうか。
　この点、従前は個人情報保護法８３条（８４条）にいうデータベース提
供罪は存在しなかった。しかしながらベネッセ事件（前掲注13参照）を
きっかけに当該法律が制定され、今は個人情報を保護するという趣旨で
しっかりとした法律が存在するのである。この点、保有者の「財産」を保
護し、競争秩序を保護するという営業秘密保護法制とは異なる保護法益が
認められているのだから、個人情報保護法で進めていかなければならない
のではないか。
　にもかかわらず、営業秘密侵害罪には最高刑の重さ49などもあり、依然
として、捜査当局には有益なのであろう。その性質上、営業秘密侵害事件
というよりは、個人情報漏洩事件であるにもかかわらず、保護法益の相違
を考慮しないままに営業秘密侵害罪を適用しようとしているように見える。
　そして、その営業秘密侵害罪の適用のために、法的な保護の要件を無理
に拡大するなどして解釈しているように筆者には思えてならないのであ
る。そして、これを争わない弁護人にも問題があると思われるのである。
　営業秘密侵害罪の運用がなし崩し的に拡大されてきていることに筆者は
危惧の念がある。
49　営業秘密侵害罪は企業のもつ情報の財産的価値に鑑みて財産罪的な観点から
最高刑が重いのであって、やみくもにこれを個人情報保護に転用すべきではな
い。個人情報保護法の最高刑が軽いとする考え方もあるのかもしれないが、こ
れは比較的近年に民主的手続を経て制定されたものであるから、その軽い最高
刑こそが個人情報保護における量刑の相場観なのではないか。それを無視して
営業秘密侵害罪を適用するのは妥当ではない。
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　なお、筆者は、くれぐれも、個人情報漏洩を放置してよいと述べている
わけではない。
　だが、個人情報保護法の適用が現在は可能である以上、適用する法につ
いて、その適正化を図るべきではないだろうか。
